（別　紙）

答　　　　申
審査会の結論

監査委員（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった行政文書の不開示部分のうち、「事実確認項目」を開示すべきである。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成１５年１１月１８日、北九州市情報公開条例（平成１３年北九州市条例第４２号。以下「条例」という。）第５条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　「直近の教育委員会に対する定期監査（監査通知～公報掲載）の過程で作成し、または職務上取得した書類、資料、メモの一切」
　２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成１５年１２月２日付で、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成１５年１２月２日付北九監第１６７号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該行政文書一部開示決定通知書を平成１５年１２月５日に受領した。

　３　異議申立人は、平成１６年１月２７日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定により実施機関に対し異議申立てを行った。

　
第２　異議申立人の主張要旨

　１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

　（１）行政文書一部不開示決定において、不開示とされた４点の情報のうち「松本清張記念館平成１３年度企画運営委員会名簿」中の「委員の連絡先に関する情報」、「松本清張記念館企画展実施業務委託決算書」中の「委員長の印影に関する情報」及び「学校統合改築総括表」中の「平成１６年度経費に関する情報」については争わない。
（２）事実確認事項及び日程表は監査事務局が事実確認をするために各課長に交付した確定文書である。また、開示請求時には事実調査は既に終了しており、もはや意思形成過程情報ではない。
（３）各課に対する事実確認事項は、監査委員事務局の事実確認を経た後、不適切な処置に対しては改善勧告がなされ、そうでない処置については単に事実確認のみで終了していると認められるのであり、開示しても市民の誤解や憶測を招いたり、不当に市民の間に混乱を生じることなどあり得ない。　
（４）事実確認項目に関する情報の開示を求めているのであり、関係資料に関

する情報までも開示を求めているのではない。

（５）一部不開示とすることにより、注目を浴び、疑念を呼び、市民の間に混乱を生じさせることになる。「透明度ナンバー１を目指す」という市長公約に反する。
（６）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。

　　　　

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

　　実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　平成１４年度教育委員会定期監査及び財政援助団体監査事実確認事項及び日程表の事実確認項目は、監査委員事務局職員が行う予備監査のうち、実査において疑義の生じた事項について、監査対象課の課長から事実関係を確認するために行う監査手続きにおいて作成したものである。これらは、監査事務局においてまだ確認を得ていない段階の情報であり、公にすることにより市民の誤解や憶測を招き、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがある。
　よって、条例第７条第５号に該当する。
　２　異議申立人は、定期監査の事実確認事項を、「監査の一過程」の情報であり、

　　「既に終了しているもの」であると主張するが、意思決定が行われたあとであっても、審議、検討等に関する情報が公になることにより、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがある場合は条例第７条第５号に該当するものと理解される。

３　異議申立人は、「一部不開示とすることにより、注目を浴び、疑念を呼び、市民の間に混乱を生じさせることになる」「市長公約に反する」と主張するが、これらは本件処分の条例適合性とは無関係の内容である。
４　以上のとおり、本件処分は、条例の規定に合致しており、本件異議申立ては、理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件行政文書を個別、具体的に検討した結果、以下のように判断する。

１　本件行政文書の概要等
（１）本件行政文書は、教育委員会に対する定期監査の過程で作成し、又は取得した文書であり、以下のとおりである。

　　　ア　平成１５年２月７日付　「定期監査及び財政援助団体監査の実施について」

　　　イ　平成１５年２月１２日付　「定期監査の実情聴取及び資料の提出について」

　　　ウ　平成１５年４月１日付　「定期監査の実情聴取について（通知）」

エ　「平成１４年度定期監査　監査委員実情聴取資料（教育委員会）」

オ　平成１５年４月１６日付　「定期監査及び財政援助団体監査の事実確認について」

カ　平成１５年５月２３日付　「定期監査及び財政援助団体監査の結果報告並びに公表について」

キ　平成１５年５月１６日付　「定期監査の講評及び意見交換について」

ク　平成１５年５月２７日付　「定期監査の結果について」

（２）本件行政文書に記載された本件不開示情報は以下のとおりである。
ア　「学校統合改築総括表」中の平成１６年度経費

イ　「平成１４年度教育委員会定期監査及び財政援助団体監査事実確認事項及び日程表」中の事実確認項目に関する情報

　　　ウ　「平成１４年度教育委員会定期監査及び財政援助団体監査事実確認事項及び日程表」中の関係資料に関する情報

　　　エ　「松本清張記念館平成１３年度企画展運営委員会名簿」中の委員の連絡先（住所、電話番号、郵便番号）　　　

　　　オ　「松本清張記念館企画展実施業務委託決算書」中の委員長の印影

異議申立人が本件異議申立てにおいて開示を求めているのは、本件不開示情報のうち、イである。
２　条例第７条第５号（意思形成過程情報）該当性
（１）処分庁は、本号に該当するとして、上記１（２）イを不開示とした。

（２）条例第７条第５号は、「市の機関並びに国及び他の地方公共団体の内部
　　又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定のものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。

　　　本号は、市の機関等における意思決定前の情報を公にすることにより、市及び国等の機関の意思決定に支障が生ずるおそれ、又は市民の間に誤解や混乱等が生ずるおそれがある情報については、不開示とすることを定めたものである。

このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。

（３）本号該当性判断

　当該情報は事実確認を行う時点の情報であって、監査途上の情報であることは市民も理解をし得るところであると考えられる。また、本件において、既に終了した監査に係る事実確認項目を、公にすることにより、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがあるものとは認めがたい。

　　　　したがって、当該情報は、本号に該当しない。
３　結論

　　　以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において不開示とさ

れた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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